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○社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）（抄） 

 

第二章 地方社会福祉審議会 

（地方社会福祉審議会） 

第七条 社会福祉に関する事項（児童福祉及び精神障害者福祉に関する事項を除く。）を

調査審議するため、都道府県並びに地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百

五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」という。）及び同法第二百五十二

条の二十二第一項の中核市（以下「中核市」という。）に社会福祉に関する審議会その

他の合議制の機関（以下「地方社会福祉審議会」という。）を置くものとする。 

２ 地方社会福祉審議会は、都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の長の監督に属

し、その諮問に答え、又は関係行政庁に意見を具申するものとする。 

（委員） 

第八条 地方社会福祉審議会の委員は、都道府県又は指定都市若しくは中核市の議会の議

員、社会福祉事業に従事する者及び学識経験のある者のうちから、都道府県知事又は指

定都市若しくは中核市の長が任命する。 

（臨時委員） 

第九条 特別の事項を調査審議するため必要があるときは、地方社会福祉審議会に臨時委

員を置くことができる。 

２ 地方社会福祉審議会の臨時委員は、都道府県又は指定都市若しくは中核市の議会の議

員、社会福祉事業に従事する者及び学識経験のある者のうちから、都道府県知事又は指

定都市若しくは中核市の長が任命する。 

（委員長） 

第十条 地方社会福祉審議会に委員の互選による委員長一人を置く。委員長は、会務を総

理する。 

（専門分科会） 

第十一条 地方社会福祉審議会に、民生委員の適否の審査に関する事項を調査審議するた

め、民生委員審査専門分科会を、身体障害者の福祉に関する事項を調査審議するため、

身体障害者福祉専門分科会を置く。 

２ 地方社会福祉審議会は、前項の事項以外の事項を調査審議するため、必要に応じ、老

人福祉専門分科会その他の専門分科会を置くことができる。 

（地方社会福祉審議会に関する特例） 

第十二条 第七条第一項の規定にかかわらず、都道府県又は指定都市若しくは中核市は、

条例で定めるところにより、地方社会福祉審議会に児童福祉及び精神障害者福祉に関す

る事項を調査審議させることができる。 

２ 前項の規定により地方社会福祉審議会に児童福祉に関する事項を調査審議させる場合

においては、前条第一項中「置く」とあるのは、「、児童福祉に関する事項を調査審議

するため、児童福祉専門分科会を置く」とする。 

（政令への委任） 
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第十三条 この法律で定めるもののほか、地方社会福祉審議会に関し必要な事項は、政令

で定める。 

 

 

 

○社会福祉法施行令（昭和３３年政令第１８５号）（抄） 

 

（民生委員審査専門分科会） 

第二条 民生委員審査専門分科会に属すべき委員は、当該都道府県又は指定都市若しくは

中核市の議会の議員の選挙権を有する地方社会福祉審議会（法第七条第一項に規定する

地方社会福祉審議会をいう。以下同じ。）の委員のうちから、委員長が指名する。 

２ 民生委員審査専門分科会に属する委員がその職務上の地位を政党又は政治的目的のた

めに利用した場合は、当該委員について、委員長は、前項の規定による指名を取り消す

ことができる。 

３ 民生委員審査専門分科会の決議は、これをもつて地方社会福祉審議会の決議とする。 

（審査部会） 

第三条 地方社会福祉審議会は、身体障害者の障害程度の審査に関する調査審議のため、

身体障害者福祉専門分科会に審査部会を設けるものとする。 

２ 審査部会に属すべき委員及び臨時委員は、身体障害者福祉専門分科会に属する医師た

る委員及び臨時委員のうちから、委員長が指名する。 

３ 地方社会福祉審議会は、身体障害者の障害程度に関して諮問を受けたときは、審査部

会の決議をもつて地方社会福祉審議会の決議とすることができる。 

 

 

 

○福山市社会福祉審議会条例（平成12年条例第20号） 

 

改正 平成12年９月27日条例第59号 

平成16年３月12日条例第19号 

平成17年３月24日条例第２号 

平成25年３月25日条例第13号 

平成26年９月24日条例第92号 

平成28年10月５日条例第45号 

令和５年３月27日条例第７号 

 

（設置） 

第１条 社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）第７条第１項の規定に

基づき、福山市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（調査審議事項の特例） 

第２条 審議会は、法第７条第１項に規定する社会福祉に関する事項のほか、法第12条第



 

１項の規定により児童福祉及び精神障害者福祉に関する事項を調査審議するものとす

る。 

２ 前項の児童福祉に関する事項には、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第

72条第１項に規定する機関が同項の規定により処理する事務及び就学前の子どもに関す

る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第25条に規

定する機関が同条に掲げる規定によりその権限に属させられた事項を含むものとする。

この場合において、児童福祉専門分科会は、子ども・子育て支援法第72条第１項及び就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第25条に規定す

る機関とする。 

（定数） 

第３条 審議会は、委員50人以内で組織する。 

（委員の任期） 

第４条 審議会の委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（委員長の職務の代理） 

第５条 審議会の委員長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務

を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員の４分の１以上が審議すべき事項を示して招集を請求したときは、審

議会の会議を招集しなければならない。 

３ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開き、議決を行うことができな

い。 

４ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

５ 臨時委員は、当該特別の事項について議事を開き、議決を行う場合には、前２項の規

定の適用については、委員とみなす。 

（専門分科会の委員） 

第７条 審議会の専門分科会（民生委員審査専門分科会を除く。）に属すべき委員及び臨

時委員は、委員長が指名する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、審議会が定め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

（福山市社会福祉審議会の調査審議事項の特例に関する条例の廃止） 

２ 福山市社会福祉審議会の調査審議事項の特例に関する条例（平成９年条例第55号）

は、廃止する。 



 

附 則（平成12年９月27日条例第59号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第５条の規定は平成13年１月６日から、

第２条の規定は平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成16年３月12日条例第19号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年３月24日条例第２号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月25日条例第13号） 

この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年９月24日条例第92号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年10月５日条例第45号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年３月27日条例第７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 


